
保育所等整備支援事業（安心こども基金事業）
保育所等緊急整備事業

１ 趣 旨
待機児童解消のための保育所の創設や老朽改築による保育環境整備などの保育所の施設整備に要

する費用の一部を補助することにより子どもを安心して育てることが出来るような体制整備を行う。

２ 事業の概要
（１）事業内容

保育所（認定こども園を構成する保育所を含む。）の新設、修理、改造、整備を実施する。こ
の際に、設置者負担の軽減や、保育所の設置促進を図るため、待機児童が多く財政力が乏しい市
町村について、追加的財政措置（補助率の嵩上げ）を行う。

（２）整備対象施設
児童福祉法第３５条第４項に規定する保育所

（３）事業の実施主体
市町村

（４）整備対象施設の設置主体（事業者）
社会福祉法人、学校法人（幼保連携型認定こども園を構成する幼稚園及び保育所の設置者が同

一の学校法人である場合において当該保育所の施設整備を行う場合に限る。）、日本赤十字社又
は公益社団法人、公益財団法人、特例社団法人若しくは特例財団法人

（５）補助率
国（基金）１／２（２／３）
（ ）書きは、待機児童が多く、財政力が乏しい市町村における補助率

（６）事業期間
平成２０年度～平成２６年度（平成26年度に着手し、平成27年度に完了するものを含む。）

３ 平成２６年度予算額
７１６，９８６千円 （担当課 青少年家庭課）

地域児童育成事業
放課後児童健全育成事業

１ 趣 旨
保護者が労働等により昼間家庭にいない小学校に就学しているおおむね１０歳未満の児童に対し、

授業の終了後に学校の空き教室や児童館等を利用して適切な遊び及び生活の場を与えて、その健全
な育成を図る。

２ 事業の概要
（１）事業内容

放課後児童健全育成事業を実施する市町村に対する補助
ア 放課後児童クラブの運営費補助
イ 既存の小学校の余裕教室の改修等や必要な設備の整備などの環境整備に対する補助
ウ ボランティアの派遣や、障がい児受入のための指導員の確保等に対する補助

（２）補助率 国１／３、県１／３

３ 平成２６年度予算額
４８０，２０５千円 （担当課 青少年家庭課）


